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要旨：プレストレストコンクリート（PC）構造のエネルギー吸収能力を改善することを目的に，PC 部材への

取り付けを想定した摩擦ダンパーを開発した。摩擦ダンパーの性能を把握するため予備実験を実施した結果，

ダンパーの性能（摩擦力）は導入する緊張力により制御でき，摩擦係数は約 0.27 であった。摩擦ダンパーを

PC 梁の下端に取り付けることを想定した梁試験体の正負交番繰り返し載荷実験を行った。ダンパーの適用に

より部材のエネルギー吸収性能が増大すること，ただし，残留変形も増大すること，残留変形はダンパーの

緊張力解放により解消できること，ダンパーの効果は正負非対称であること，などの実験結果を得た。 
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1． はじめに 

 近年，大地震時における建物の倒壊を防止する安全性

のみならず，地震後における建物の継続使用性に対する

要求が強くなっている。その要求に対する一つの解とし

て，プレストレストコンクリート（以下，PC）構造の採

用が挙げられる。PC 構造とは，部材に圧縮応力（プレス

トレス）を予め導入することにより，高い復元性を付与

し，ひび割れや残留変形などの損傷を抑制できる構造で

ある。しかし，PC 構造は，鉄筋コンクリート構造と比較

してエネルギー吸収能力に劣るという耐震性能上の欠点

がある。 

PC 構造のエネルギー吸収性能の向上を図る一つの手

法として，部材端部に摩擦ダンパーを取り付ける方法が

海外で提案されている 1)。本手法はダンパーに導入する

緊張力によりダンパーの性能を制御でき，PC 構造のエネ

ルギー吸収性能の改善に有効な方法であるが，ダンパー

取り付けによる二次的な効果や動的特性などについては

報告されていない。また，国内では PC 構造への取り付

けを想定したダンパーの開発はほとんど行われていない

現状がある。 

そこで，本研究では PC 部材への取り付けを想定した

摩擦ダンパーを新たに開発する。ダンパー装着の有無を

パラメータとする PC 梁の静的載荷実験を通して，その

効果を確認する。とくに既往の研究で報告されていない

梁端部片側（梁下端）にダンパーを取り付けた場合の効

果，ダンパーの取り付けによる残留変形の変化などに着

目して検討する。 

 

2. 摩擦ダンパーの開発 

2.1 摩擦ダンパーの構造詳細 

 摩擦ダンパーの詳細と構成を図－1，2 に示す。写真－

1 は実際に作製した摩擦ダンパーである。摩擦ダンパー

は中央の鋼材（部材 1）と左右の鋼材（部材 2）から構成

される。部材 1 に高摩擦材を溶接により固定し，3 本の

PC 鋼棒（φ32）を用いて部材 1，2 間に圧縮力を導入し

て一体化する。部材 1 が移動する際に，高摩擦材と部材
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（a）部材１       （b）部材 2 

図－1 摩擦ダンパー詳細図 

 
図－2 摩擦ダンパーの構成 
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2 の間で摩擦力が発生する仕組である。高摩擦材にはト

ラック用のブレーキパッドを用いた。部材 2 の摩擦面は，

焼付き等の損傷を防止するため研磨仕上げとした。 

2.2 摩擦ダンパーの性能確認実験 

 摩擦ダンパーの適用実験の予備実験として，摩擦ダン

パー単体の摩擦力を測定した。図－3 に示すように，PC

鋼棒により摩擦ダンパーを緊張した状態で，圧縮試験機

を用いて中央部鋼材に鉛直荷重を作用した。実験パラメ

ータは PC 鋼棒 3 本の合計緊張力（以下，初期緊張力 T0）

とし，T0＝300，600，900，1200，1500，1800 kN の計 6

ケースを考慮した。尚，PC 鋼棒の緊張力は鋼棒に貼り付

けた歪ゲージにより計測した。鉛直荷重の載荷履歴は中

央の鋼材の鉛直変位により制御し，鉛直変位が 10mm 進

行するごとに除荷，再載荷を 3 度繰り返し，30mm の時

点で終了とした。写真－2 は実際の性能確認実験の様子

である。 

図－4 に実験結果を示す。載荷初期ではダンパーの性

能が若干ばらついたが，20～30mm の載荷時にはおよそ

安定した性能が得られたことを確認できる。そこで，鉛

直変位 20～30mm の区間における緊張力および摩擦力の

平均値をそれぞれ実緊張力（以下，T），T 作用下におけ

る摩擦力と定義した。図－5 には摩擦力と T の関係を示

す。T におよそ比例して摩擦力が増大していることが確

認できる。これらの関係から得られる各 T における摩擦

係数（＝摩擦力／T）の平均値は約 0.27 であった。尚，

実験開始時と終了時の緊張力を比較すると若干の低下が

見られ，変動幅はT0=300kNの場合に8％程度であったが，

他は 5％未満であった。 

 

3． 摩擦ダンパーの適用実験の計画 

3.1 試験体 

 図－6，7，表－1 に開発した摩擦ダンパーの適用対象

である PC 梁の試験体詳細を示す。試験体は 11 階建てフ

ル PC 建物の設計例 2)の 2 階床位置のアンボンド PC 梁を

1/2 に縮小した半スパン模型である。スタブとの接合部分

では，部材軸方向の普通鉄筋がカットオフされているた

め，PC 鋼棒のみで圧着されている。ただし，本試験体は

摩擦ダンパーの性能確認を主目的とし，繰り返し使用す

 

 

写真－2 性能確認実験の様子 
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図－4 性能確認実験結果（摩擦力－鉛直変位関係） 

 

写真－1 摩擦ダンパー 
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図－5 性能確認実験結果（摩擦力－実緊張力T関係）

 
図－3 性能確認実験の概要 
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ることも想定して，試験体外周に鋼管を巻きつけて補強

し損傷を軽減する計画とした。尚，図－1，2で示した摩

擦ダンパーの部材 1 を M24 の高力ボルト計 8 本（片側 4

本）で梁に固定，部材 2 を計 6 本（片側 3 本）でスタブ

に固定できるように設計した。写真－3，4に摩擦ダンパ

ーを取り付けた試験体を示す。 

 

3.2 計測計画 

 図－8に変位計測位置を，図－9に歪ゲージ貼付位置を

示す。図－8 中の両矢印は試験体に設置したインサート

間の相対変位，片矢印はスタブからの絶対変位を示す。

試験体の水平，鉛直変位に加え，摩擦ダンパー（図－1，

2 の部材 1）の変位を測定する計画とした。PC 鋼棒の歪

度は鋼棒の長さ中央，梁とスタブの境界位置で計測した。 

図－9 歪ゲージ貼付位置 
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図－8 変位計位置 

変位計 

 

 

図－6 試験体立面図 
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写真－4 摩擦ダンパー取付部 

 

 
 

図－7 試験体断面図 

表－1 試験体構造詳細・材料試験結果 

断面 b×D

設計基準強度

主筋
横補強筋
本数－径

PN

Py，(PN/Py)

材質
隅角部半径

厚さ
材齢

σB ，σt

コンクリート
76 日

53.6，3.5 N/mm2

※ここで PN：導入軸力，Py：降伏荷重

　σB：圧縮強度，σt：引張強度

ＰＣ

4-φ26

400 kN

647 kN，(0.62)

鋼管
SS400
30 mm
9 mm

梁

300×500 mm

50 N/mm2

SD295，D19
SD295，D10＠75

 

図－10 載荷装置と試験体の設置状況 

 
写真－3 試験体 

単位（mm） 

表－2 載荷履歴

N R T0 C N R T0 C

1 1/800 0 (1) 0 (1)，(2)

2 1/400 0 (1)，(2) 300 (3)
0 (1)，(2) 600 (4)

300 (3) 1200 (5)

600 (4) 0 (6)

1200 (5) 0 (1)，(2)

0 (6) 300 (3)
0 (1)，(2) 600 (4)

300 (3) 1200 (5)
600 (4) 0 (6)

1200 (5) 0 (1)，(2)

0 (6) 300 (3)

0 (1)，(2) 600 (4)

300 (3) 1200 (5)
600 (4) 0 (6)

1200 (5) 0 (1)，(2)
0 (6) 300 (3)

600 (4)
1200 (5)

0 (6)

3

4

5

6

7

8

9※ここで，

N：載荷順序，R：変形角(rad.)，

T0：初期緊張力(kN)，C：サイクル名

1/20

1/200

1/100

1/67

1/50

1/33

1/25
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3.3 載荷計画 

実験で用いた載荷装置を図－10に示す。同図に示すよ

うに，梁試験体を鉛直に設置し，梁端部にピンを取り付

け，スタブとピンを載荷装置に固定した。載荷は軸力を

作用しない状態を維持しながら，正負交番で水平力を作

用した。水平載荷は梁とスタブの境界からの高さ 1500 

mm 位置（ピン中心）での水平変位により制御し，載荷

履歴は表－2に示す通りである。表－2中の載荷順序に従

い，T0をパラメータとして変形角（以下，R）1/800～1/20 

rad.の範囲で載荷を行った。T0の導入は，直前のサイクル

の負載荷後（除荷時）とした。 

 

4. 実験結果と考察 

4.1 鋼管補強 PC 梁の挙動 

 （1） 実験経過 

 図－11 に摩擦ダンパーを適用しない（T0＝0）サイク

ルの荷重変形関係を示す。R=1/200 のサイクルで初期剛

性の低下を示した（図中○）。R=1/33 のサイクルで試験

体内 PC 鋼棒の降伏を確認した（図中△）。その後，R=1/20

まで耐力低下することなく安定した履歴を描いた。 

 （2） 耐力評価 

 初期剛性低下時および曲げ降伏時の耐力を算定する。

ただし，試験体断面は長方形断面（厚さ 9mm の鋼管を外

周に有する 500×300 mm のコンクリート断面）を仮定し

て略算した。 

初期剛性低下時は，本 PC 梁試験体において引張縁の

離間開始時である。離間開始時の耐力 M1は下式より算出

した。 

Z
A
P

M e ⋅=1
    

 

ここで，Pe：有効プレストレス力，A：梁断面積，Z：

梁断面係数である（A，Z ともに鋼管を考慮）。 

曲げ降伏耐力 M2は，引張側 PC 鋼棒降伏時の耐力と定

義し，以下の手順により算出した。 

I. PC 鋼棒の緊張力導入による鋼棒の引張歪度εp0（以

下，すべて引張を正とする），梁の圧縮歪度εc0を求

める。 

II. 緊張力導入後は梁とスタブの境界が平面保持する

と仮定し，曲げ降伏時（引張側 PC 鋼棒の引張歪度=

εyのとき）の歪度分布を図－12のように想定する。

ここで，D：コンクリート部分の全せい，t：鋼管の

板厚である。 

III. 圧縮縁から歪がεc0となる位置までの距離（以下，

回転軸と称す）xrを未知数として，圧縮側 PC 鋼棒

の歪度増分εpc，コンクリートの圧縮縁の歪度増分

εc，鋼管の増分歪度εsを幾何学的に求め，各部の

負担力を計算する。 

IV. 式（2）を満足する xrを求め，式（3）により曲げ耐

力を算定する。 

0=+++ scpy NNNN   (2) 
ここで，Ny：引張側 PC 鋼棒の降伏荷重，Np：圧縮側

PC 鋼棒の負担（引張）力，Nc：コンクリートの負担（圧

縮）力，Ns：鋼管の負担（圧縮）力である。尚，コンク

リート，鋼管ともに応力分布を線形分布と仮定した。 
   43212 LNLNLNLNM scpy ⋅+⋅+⋅+⋅=   (3) 

 ここで，L1：引張側 PC 鋼棒から回転軸位置までの距

離，L2：圧縮側 PC 鋼棒から回転軸位置までの距離，L3：

コンクリートが負担する圧縮力の重心位置から回転軸位

置までの距離，L4：鋼管が負担する圧縮力の重心位置か

ら回転軸位置までの距離である。 

 得られた M1，M2を水平耐力に換算した結果を図－11

に併せて示した。初期剛性低下時，曲げ降伏時ともに計

算結果が実験結果に概ね対応することを確認した。ただ

し，M2が実験値を上回った結果から，厳密には平面保持

が成り立っていない可能性を指摘できる。 

 

 

(1)

 

図－12 降伏時の歪分布 
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4.2 摩擦ダンパーの取り付け効果 

 （1） 荷重変形関係と等価減衰定数 

図－13 に R=1/200，1/20 のサイクルにおける T0=0（2

サイクル目），600，1200 kN の場合の荷重変形関係を示

し，摩擦ダンパーの効果を確認する。ダンパーの適用に

より最大耐力，履歴面積，残留変形が増大すること，そ

の効果は T0が大きいほど大きく，載荷方向の正負側で非

対称であることがわかる。続いて，各サイクルにおける

等価減衰定数heqを図－14に従い算出し，図－15に示す。

ただし，先述のように載荷方向によりダンパーの効果に

差があるため，正負それぞれで算出し，同図にはその平

均値を示した。はじめに T0=0 kN の場合について，いず

れのサイクルでも繰り返し載荷の影響により第 1 サイク

ルに比べ第 2 サイクルの heq は減少した。ただし，R=1/200

のサイクル以降におけるダンパー適用前後（第 2，第 6

サイクル）の heqはほぼ同様の値であり，第 2～第 6 サイ

クルにかけての繰り返し載荷による劣化は大きくないと

判断される。一方，ダンパーを適用した場合，R=1/200，

1/100 のサイクルを除いて，T0の増大に伴い heqは増大し

た。R=1/200，1/100 では，T0=1200 kN の場合に，履歴面

積の増大が，耐力増大による等価ポテンシャルエネルギ

ーの増大を下回った結果， heqが低下した。（図－13(a)）。 

 （2） 載荷方向による耐力の差異について 

図－13より摩擦ダンパーの効果は正負非対称であるこ

とを確認した。ここではとくに耐力の差異について検討

する。図－16に，試験体の軸方向に設置した変位計（図

－8）の計測値より算出した，部材長さ方向の平均曲率分

布の推移を示す。試験体はおよそ剛体回転していること

がわかる。この結果に基づいて，ダンパーを取り付けた

場合における耐力評価を前述の式（2）,（3）にダンパー

の摩擦力 Ndを加えて以下の式（4），（5）のように評価す

る。概要は図－17に示すとおりである。 

             
    

ここで，L5：摩擦ダンパーから回転軸位置までの距離

である。 

載荷方向によって L5に差が生じた結果，正負の付加耐

力に差が生じたと考えられる。式(5)を用いて，ダンパー

の水平耐力寄与を算定し，ダンパーを適用した場合

（T0=600，1200 kN の場合）の試験体の耐力を評価した

結果を図－13(b)に示す。試験体の耐力を±8％未満の精

度で評価できたことを確認できる。 

 
 

 
 

⊿W=履歴ループ 1 サイクルの面積 

We=等価ポテンシャルエネルギー 

 

図－14 等価減衰定数の算出方法 
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図－15 等価減衰定数 
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図－13 ダンパー適用の場合の荷重変形関係 
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（3） 残留変形 

 先述のように，摩擦ダンパー適用による負の効果とし

て残留変形の増大を確認した。図－18に R=1/20 の第 5 

 

 

 

サイクル（T0=1200 kN）後におけるダンパーの緊張力解

放時の挙動を示す。同図より，緊張力の解放により，ダ

ンパー適用前の第 2 サイクル（T0= 0kN）の履歴上に概ね

回復することがわかる。すなわち，残留変形が生じるほ

どの大地震後にも，摩擦ダンパーの緊張力を一旦解放す 

ることにより，残留変形を摩擦ダンパーのない PC 構造

の水準に復元できることを意味する。 

 

5. まとめ 

PC 構造のエネルギー吸収能力改善を目的に，摩擦ダン

パーを開発した。ダンパーを PC 梁を想定した試験体の

端部片側に取り付けた適用実験を実施した結果，以下の

知見を得た。 

1. ダンパーの適用により，部材のエネルギー吸収性能は

増大した。ただし，その効果は正負非対称であり，ダ

ンパーが引張側になるとき効果が大きい。 

2. ダンパーの効果の非対称性は梁部材端部の回転軸の

移動に起因し，ダンパーと回転軸の距離を評価するこ

とで，ダンパーの耐力寄与を評価できる。 

3. ダンパーの適用により，梁の残留変形は増大した。た

だし，残留変形はダンパーの緊張力を解放することに

より解消できる。 
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図－17 摩擦ダンパーによる付加耐力の算出概要 
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図－16 平均曲率分布 
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図－18 残留変形の挙動 
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